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認知症対応型通所介護

令和３年度
地域密着型サービス事業所集団指導

サービス別資料

1

沖縄市健康福祉部介護保険課 管理係

2

本資料では、令和3年度報酬改定の要点を

ご説明しております。各項目の詳細につき
ましては、条例や告示、その他国の通知等
をご確認くださいますようお願いします。
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令和３年度介護報酬改定の要点

１．人員基準

２．運営基準

３．報酬関係

3

１．人員基準

①管理者交代時の研修の修了猶予措置

4
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①管理者交代時の研修の修了猶予措置

管理者（沖縄市基準条例第６２条第２項）

管理者は、適切な認知症対応型通所介護を提
供するために必要な知識及び経験を有する者で
あって、別に厚生労働大臣が定める研修（※）を
修了しているものでなければならない。

（※）認知症対応型サービス事業管理者研修
5

赤本Ｐ575
社保審資料Ｐ132

基準解釈通知（改定）

（追加）

ただし、管理者の変更の届出を行う場合については、管理者
交代時の都道府県における研修の開催状況等を踏まえ、新
たに管理者を配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道
府県に研修の申込を行い、当該管理者が研修を修了するこ
とが確実に見込まれる場合は当該管理者が研修を修了して
いない場合であっても差し支えない。
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２．運営基準

①災害への地域と連携した対応の強化

7

（追加）

災害への対応においては、地域との連携が不可欠であるこ
とを踏まえ、非常災害対策に係る避難等訓練の実施に当た
り、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければなら
ないこととする。

8

避難所

①災害への地域と連携した対応の強化
赤本Ｐ595
社保審資料Ｐ5
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沖縄市基準条例第５９条の１５
（非常災害対策）

指定認知症対応型通所介護事業者は、非常災害に関する
具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連
携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するととも
に、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければ
ならない。

２指定認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する訓
練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に
努めなければならない。

9

３．報酬関係

①感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じ
ている場合の取扱い

②生活機能向上連携加算の見直し

③入浴介助加算の見直し

④口腔機能向上の取組の充実

⑤栄養ケア・マネジメントの充実

⑥ADL維持等加算の見直し

⑦同一建物減算適用時等の区分支給限度基準額の計算方法の適正化

10
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①感染症又は災害の発生を理由とする利用者
数の減少が一定以上生じている場合の取扱い

延べ利用者数の減が生じた月の実績が前年度の平均延べ
利用者数から５％以上減少している場合、３か月間（※1）、
基本報酬の３％の加算を行う（※2）。

利用者減の翌月に届出、翌々月から適用。利用者数
の実績が前年度平均等に戻った場合はその翌月に届
出、翌々月まで。

11

※1 利用者減に対応するための経営改善に時間を要するその他の
特別の事情があると認められる場合は一回の延長を認める。
※2 加算分は区分支給限度基準額の算定に含めない。

青本Ｐ652
社保審資料Ｐ6
資料2

資料２参照
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※参考

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ

○３％加算及び規模区分の特例

（vol.1) 問2～15

（vol.3) 問21～23

（vol.11）問1～2

17

Ｑ＆Ａ

②生活機能向上連携加算の見直し

18

生活機能向
上連携加算

旧

新

加算Ⅰ

加算Ⅱ

青本Ｐ656 注7
社保審資料Ｐ79・80

200単位/月

（個別機能訓練加算を
算定している場合は

100単位）

100単位/月

（個別機能訓練加算を
算定している場合は算

定しない）

200単位/月

（個別機能訓練加算を
算定している場合は

100単位）

併
算
定
不
可

ＩＣＴの活用等により、外部のリハビリテー
ション専門職等が当該サービス事業所を訪
問せずに、利用者の状態を適切に把握し助
言した場合について評価する区分を新たに
設ける（※3月に1回を限度）。
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③入浴介助加算の見直し

19

入浴介助加算

旧 新

入浴介助
加算Ⅰ

入浴介助
加算Ⅱ

40単位/日

青本Ｐ654 注6
社保審資料Ｐ82

50単位/日

55単位/日

併
算
定
不
可利用者の自宅での入浴の自立を図る観点から、利

用者の身体状況や医師・理学療法士・作業療法士・
介護福祉士・介護支援専門員等が訪問により把握し
た利用者宅の浴室の環境を踏まえた個別の入浴計
画を作成し、同計画に基づき事業所において個別の
入浴介助を行うことを評価する新たな区分を設ける。

20

社保審資料より抜粋

訪問

浴室環境の評価
個別の入浴計画
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※参考

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.8)

○入浴介助加算 問1～6

21

Ｑ＆Ａ

④口腔機能向上の取組の充実(1)

22

栄養スクリー
ニング加算

旧 新

口腔・栄養スク
リーニング加算Ⅰ

20単位/回

栄養アセスメント加算、栄
養改善加算、口腔機能向
上加算との併算定不可5単位/回

口腔・栄養スク
リーニング加算Ⅱ

5単位/回

栄養アセスメント加算、栄養改善加算、口
腔機能向上加算を算定しており、加算
（Ⅰ）を算定できない場合にのみ算定可

介護職員等が実施可能な口腔スクリーニ
ングを評価する加算を創設し、栄養スク
リーニング加算による取組・評価と一体的
に行う。

6月に1回が限度

青本Ｐ666 注13
社保審資料Ｐ89
資料3Ｐ46～
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23

口腔機能
向上加算

旧
新

口腔機能
向上加算Ⅰ

150単位/回

150単位/回

口腔機能
向上加算Ⅱ

160単位/回 ＬＩＦＥ

併
算
定
不
可

原則3月以内
月2回を限度

青本Ｐ668 注14
社保審資料Ｐ89
資料3Ｐ50～
資料4Ｐ14～

④口腔機能向上の取組の充実(2)

ＬＩＦＥへの情報提供及びフィード
バック情報を活用により、更なる
PDCAサイクルの推進・ケアの向
上を図ることを評価する

24

社保審資料より抜粋

ケアマネ
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※参考

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.3)

○口腔・栄養スクリーニング加算 問20

○口腔機能向上加算 問33

25

Ｑ＆Ａ

⑤栄養ケア・マネジメントの充実

26

旧 新

栄養アセスメント
加算
50単位/月

栄養改善加算
150単位/回

栄養改善加算
200単位/回

なし
ＬＩＦＥ 併

算
定
不
可

栄養改善が必要な
者を的確に把握し、
適切なサービスに
つなげていく観点
から見直しを行う。

青本Ｐ662 注11
青本Ｐ664 注12
社保審資料Ｐ90
資料3Ｐ42～
資料4Ｐ13～
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社保審資料より抜粋

※参考

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ
（vol.3)
○栄養アセスメント加算、栄養改善加算等 問15
○栄養改善加算 問33
（vol.6)
○栄養アセスメント加算 問2
（vol.10)
○栄養アセスメント加算 問1

28

Ｑ＆Ａ
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⑥ＡＤＬ維持等加算の見直し

29

ＡＤＬ維持
等加算Ⅰ

旧 新

ＡＤＬ維持等
加算Ⅰ
30単位/月

ＡＤＬ維持
等加算Ⅱ

ＡＤＬ維持等
加算Ⅱ

3単位/月

6単位/月
60単位/月

ＬＩＦＥ

ＬＩＦＥ

併
算
定
不
可

より自立支援等に効果的な取
組を行い、利用者のADLを良好

に維持・改善する事業者を高く
評価する新たな区分を設ける。

自立支援・重度化防止
に向けた取組を一層推
進する観点から見直しを
行う。

青本Ｐ660 注9
社保審資料Ｐ96・97
資料4Ｐ6～

30

社保審資料より抜粋
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※参考

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ

ADL維持等加算

（vol.3) 問34～43

（vol.5) 問5

（vol.6) 問3

（vol.9) 問1

31

Ｑ＆Ａ

⑦同一建物減算適用時等の区分支給限度
基準額の計算方法の適正化

同一建物減算等の適用を受ける利用者の区分支給限度基準額の管
理については、当該減算を受ける者と受けない者との公平性の観点
から、減算の適用前（同一建物に居住する者以外の者に対して行う場
合）の単位数を用いる。

32

青本Ｐ670 解釈
社保審資料Ｐ142

○○ホーム
○○デイサービス

△△デイサービス

同一建物減算あり
同一建物減算なし

減算適用前
の単位数 公平



2022/2/28

17

33

社保審資料より抜粋


